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肝炎対策基本指針の前回改正以降の肝炎対策の進捗状況について
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【概要】
○ 2021年（令和３年）の肝炎対策基本指針の改定以降、我が国の肝炎対策は概ね順調

に進展してきている。具体的には、B型・C型肝炎持続感染者数の減少、肝炎ウイルス検
査受検率の向上、検査陽性率の低下、C型肝炎治療の進展、B型肝炎の治療薬の開発、
肝がん死亡率の低下、拠点病院を中心とした医療提供体制の充実・均てん化など、多く
の改善が認められる。

○ こうした結果、研究班による推計・評価では、日本はWHOが掲げる2030年ウイルス性
肝炎Elimination目標の達成が近いと考えられている。

○ 引き続き、検査未受検者の検査促進、陽性者の受診・定期検査の勧奨、B型肝炎の
更なる治療薬の開発、更なる医療の均てん化、肝炎医療コーディネーターの配置・活用
促進、偏見・差別の解消に向けた取組等を進めていくことが求められる。

【感染者数等】
○ ウイルス性肝炎の持続感染者数については、C型肝炎治療の進展や、B型肝炎の母

子感染対策等による新規感染 の抑制等により、C型肝炎において特に減少し、2020年
の推計値で、B型肝炎：約92～94万人、C型肝炎：約18～48万人となっている。

○ 肝がん年齢調整死亡率についても減少・改善傾向にあり、2019年：4.0（人口10万対）
から、2024年：3.2となっており、ウイルス性肝炎対策の成果が肝がん死亡の減少として
現れている。 
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【肝炎ウイルス検査等】
○ ウイルス性肝炎の検査の受検については、自治体での検査のほか、妊婦健診、手術前

検査のほか、啓発活動等の効果もあり、全国的な受検機会が整備されている。B型肝炎
の受検率は、2020年：85.5%から、2024年：88.2％、C型肝炎の受検率は、2020年：76.4%か
ら、2024年：79.2％へと進捗しており、国民の約８割が少なくとも一度はウイルス性肝炎の
検査を受けていると推定されている。

○ また、この間、検査の陽性率についても一貫して低下しており、2024年 B型肝炎：0.47%、
C型肝炎:0.15% となっている。

【治療の進捗】
○ C型肝炎については、インターフェロンフリー治療により95％以上でウイルス排除が期待

できるようになり、実質的に治癒可能な感染症となった。B型肝炎では核酸アナログ製剤
により病勢コントロールが可能となったことに加え、新たな治療薬として核酸医薬品が開
発され、一定の患者において機能的治癒の達成が可能となった。B型肝炎ウイルスの排
除を含めた、新たな治療薬の開発に向けて研究を推進している。

【医療の均てん化】
○ ほぼ全ての都道府県において、肝炎対策に係る計画や目標が策定され、また毎年度、

肝炎対策推進協議会を開催して、達成状況を把握しつつ対策が行われている。
（都道府県の取組状況数値目標を設定 2019年：43、2024年：46、目標等の達成状況の把握（毎年度） 

2019年：36、2024年：40、肝炎対策推進協議会の開催 2019年：36、2024年:46）

○ また、全国どこでも専門的な治療を受けられる環境の整備に向けて、肝炎情報センター
の支援の下で、各都道府県の肝疾患診療連携拠点病院や肝疾患専門医療機関において、
専門的な医療の提供が行われている。研究班の指標に基づく評価の結果、全国の拠点
病院で均てん化された肝炎医療が実施されていると評価されている。 2



3

【各種助成制度の利用】
○ ウイルス検査、精密・定期検査、治療等の各ステージにおいて、各種の助成制度が

整備・定着しており、患者の負担軽減に大きく寄与している。
○ また、助成制度の更なる利用促進に向けては、要件緩和や、手続きの簡素化、テジタ

ル化が進められており、より利用しやすい制度へと改善が図られている。

【肝炎医療コーディネーター】
○ 肝炎医療コーディネーターの養成数は増加傾向にあり（2020年約2万人、2025年約

3.7万人）、職種や肝炎患者の参画の観点でも広がりを見せている。また、養成のみなら
ず、養成後の技能向上や活動支援の取組や、専門医療機関や行政機関における配置
も進められており、患者支援機能は着実に向上している。

【偏見・差別対策】
○ 偏見・差別対策については、研究班の調査研究事業により、肝炎患者等からの相談

事例の分析を行うとともに、ホームページやSNSにおける発信、公開シンポジウムの開
催を通じて、偏見・差別の解消に向けた取組を進めているほか、B型肝炎の副読本を策
定・配布している。また、「人権教育・啓発に関する基本計画（第二次）」（令和７年６月６
日閣議決定）において、新たに肝炎ウイルス感染者の偏見・差別や人権の尊重に関す
る記述がなされた。

【研究】
○ 令和4年に肝炎研究推進戦略を策定し、肝炎に関する基礎、臨床及び疫学研究等を

総合的に推進



Ｂ型肝炎及びＣ型肝炎について

Ｂ 型 肝 炎 Ｃ 型 肝 炎

原因ウイルス Ｂ型肝炎ウイルス Ｃ型肝炎ウイルス

病原体の発見 1968（S43）年 1988（S63）年

主な感染経路
血液感染等

（母子感染、家族内感染、医療行為、性感染等）
※感染力：強い

血液感染等
（大半は原因不明。血液製剤、医療行為等）

※感染力：Ｂ型肝炎に比べると弱い

持続感染
（キャリア）

・２～３歳頃までに感染した場合は90％以上がキャリア化
・成人の感染の場合は約１％（欧米型のウイルスでは
１０％程度）がキャリア化

・キャリアの８５～９０％は無症候のまま経過

・約７０％（年齢に関係なし）がキャリア化
・自然経過では病状が徐々に進行し、多くは慢性肝炎
を発症

キャリア数※

（2020年）
約92～94万人（推計） 約18～48万人（推計）

患者数※

(2021年度)

約22万人（推計）
（慢性肝炎 約18万人／肝硬変・肝がん 約４万人）

約22万人（推計）
（慢性肝炎 約16万人／肝硬変・肝がん 約６万人）

治療法
（抗ウイルス療

法）

・核酸アナログ製剤 治療（経口薬）でウイルスの増殖を抑
えられるが、排除は出来ない

→ 原則として、一生飲み続ける
・インターフェロン治療（注射薬）：
間接的に、ウイルスの増殖を抑え、肝炎を鎮静化。

・インターフェロンフリー治療（経口薬）で、ウイルス
の排除が可能。

→ 8週間～12週間の内服。
（再治療等の症例では、24週間内服）

・インターフェロン治療（注射薬）

ワクチン
あり

（2016.10より新生児は定期接種化
(原則として１歳までに接種)）

なし

※ 令和6年度 厚生労働科学研究費補助金 肝炎等克服政策研究事業 報告書（田中班)
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肝がん年齢調整死亡率

出典：国立がん研究センターがん情報サービス「がん統計」（人口動態統計）, 部位別75歳未満年齢調整死亡率 , 部位：肝及び肝内胆管
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年齢調整
死亡率

6.0 5.6 5.4 5.1 4.6 4.2 4.0 3.9 3.7 3.5 3.3 3.2

都道府県別、肝がん75歳未満年齢調整死亡率（人口10万対、令和６年）

全国平均：3.2
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全国規模の肝炎ウイルス感染状況の把握及びウイルス性肝炎 e l im ina t i onに向
けた方策の確立に資する疫学研究（令和 6年度）（研究代表者：田中純子）より抜粋

国民における肝炎ウイルス検査受検状況の実態把握（国民調査 2024）
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国民の約8割
少なくとも1回は, 
ウイルス肝炎検
査を受けている



地方自治体の肝炎ウイルス検査の陽性率の推移

平成29年度までは、「特定感染症検査等事業、健康増進事業実績報告」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）、
平成30年度以降は、健康増進事業については、「地域保健・健康増進事業報告 （健康増進編）」（政府統計）、特定感染症検査等事業については、 「特定感染症
検査等事業実績報告」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）による。 7
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B型慢性肝疾患に対する核酸医薬治療（ベピロビルセン）について

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iry
ou/iyakuhin/tp150514-01_00001.html

ベ ピ ロ ビ ル セ ン （ ヒ ブ サ ー ゴ Ⓡ）

ヒブサーゴが標的mRNAに結合すると
標的mRNAの切断が起こり、HBV DNAおよ
びHBs抗原等のウイルス蛋白質量が減少
する。
これにより、B型肝炎ウイルス持続感染に
おける機能的治癒※ 割合を向上させること
を目的とする。

※機能的治癒：すべてのHBV治療中止後にレスキュー薬な
しで、HBs抗体の有無を問わずHBs抗原の不検出（＜0.05 
IU/mL）およびHBV DNA量の定量下限未満（＜20 IU/mL）
が24週間以上持続した状態

先 駆 的 医 薬 品

著明な有効性が見込まれる

医薬品として2024年8月に

先駆的医薬品に指定された。

臨 床 成 績

国際共同第Ⅲ相試験の実施によって有効性および
安全性が検討された。

これらの臨床成績等に基づき、
2026年2月26日にGSK社は製造販売承認申請し、
2026年8月24日に「B型肝炎ウイルス持続感染にお
ける機能的治癒」の効能又は効果で承認を取得し
た。

ヒブサーゴ総合製品情報概要より改編 8



都道府県の肝炎対策協議会の開催状況等（令和６年度）

肝炎対策協議会を開催した都道府県 45 (46)

開催回数

１回 40 (31)

２回 5 (８)

３回以上 ０ (７)

肝炎患者・肝炎患者団体関係者を委員に含む 42 (42)

会議を公表している都道府県 37 (39)

うち会議を公開している都道府県 37 (37)

うち議事録や議事概要を公開している都道府
県 30 (30)

※括弧内は令和５年度

「令和７年度肝炎対策に関する調査（調査対象令和6.4.1～令和7.3.31）」（厚生労働省 健康・生活衛生局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より 9

構成メンバー 都道府県数

拠点病院関係者 47

医師会関係者 45

肝臓専門医・専門医療機関関係者 45

肝炎患者・肝炎患者団体関係者 42

行政関係者 45

学識経験者 18

その他 20

※その他の構成メンバー

官公立病院協議会代表、病院協会、薬剤師会、看護協会、
保険者、健診機関、報道関係者、歯科医師会、住民代表、
NPO法人等

主な議題

肝炎に関する計画、目標等について （33） 医療体制について （23）

予算の報告、実績報告について （35） 肝炎医療コーディネーターについて （33）

肝炎治療特別促進事業について （25） 普及啓発について （23）

重症化予防事業について （28） 就労支援について （2）

肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業について （27） 差別偏見について （6） ※括弧内は都道府県数



肝炎対策における肝疾患診療連携拠点病院の位置付け

肝疾患診療連携拠点病院
（都道府県に原則１カ所）

国立健康危機管理研究機構
国立国際医療研究所
肝炎情報センター

肝疾患専門医療機関
（2次医療圏に1カ所以上）

紹介 紹介 紹介

国 民

肝炎ウイルス検査の受検・受診・受療

相互
紹介

健診機関 診療所・病院 保健所 その他

連携・支援

連携厚生労働省

都道府県
連携

連携・支援

連携・支援

連携・支援

3,370施設（令和７年11月時点）

47都道府県・72施設（令和7年4月時点）

【都道府県の肝疾患診療ネットワークの中心的な役割】
・肝疾患に関する情報の提供
・都道府県内の専門医療機関等に関する情報の収集や提供
・医療従事者や地域住民を対象とした研修会・講演会の開
催や肝疾患に関する相談支援

・肝疾患に関する専門医療機関と協議の場の設定＋肝がん
に対する集学的治療を行うことができる医療機関

10
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指標等を活用した地域の実情に応じた肝炎対策均てん化の促進に資する研究
（令和5年～7年度）（研究代表者：考藤 達哉）より抜粋
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肝炎の進行と対策のイメージ

無症候 慢性肝炎 肝硬変 肝がん

10～40年感染

障害認定(肝硬変)／自立支援医療(移植のみ)
障害年金（肝硬変）

肝
炎
医
療
費
助
成

核酸アナログ製剤治療 （肝がんについては、慢性肝炎、肝硬変の段階から助成を受けている者）

インターフェロン治療

インターフェロンフリー治療 （非代償性肝硬変も含む）

重
症
化
予
防
対
策

定期検査（年2回、所得等に応じ、無料、2000円/回又は3000円/回） ※治療後の経過観察を含む

Ｂ型 Ｃ型

Ｂ型

Ｃ型

所得に応じ、自己負担
１万円/月又は２万円/月

経過観察を要する場合

初回精密検査(無料。職域、妊婦健診、手術前の肝炎ウイルス検査で陽性の場合も含む)

検査結果が陽性の場合

肝炎ウイルス検査（保健所や委託医療機関で実施。原則無料）

（年収約370万円以下、高額療養費2ヶ月目以降、自己負担1万円）

無症候性キャリア
600万円（50万円）

慢性肝炎
1,250万円

（300万円/150万円）

肝硬変（軽症）
2,500万円

（600万円/300万円）

肝硬変（重度）・肝がん
3,600万円（900万円）

無症候性キャリア
1200万円

慢性肝炎
2,000万円

肝硬変・肝がん
4,000万円

B型肝炎

特措法

C型肝炎

特措法

肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業

肝がんの通院治療入院治療

一
般
施
策

特
措
法
対
象
者 ※上記の括弧内の金額は、除斥期間を経過した者の場合
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394 
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390 436 
306 

625 

1,185 
1,096 

1,735 

482 

933 

1,523 

654 

1,466 

455 418 

202 

907 

440 
327 

581 

1,584 

264 

541 

336 

3,714 

1,667 

502 

257 246
308 

402 

1,642 

798 
695

476 

623 

482 

1,464 

2,431 

182 

511 

344 

889 

410 

260 
134 157 

52 85 53 63 106 
168 

47 

204 
105 

223 

429 

122 
235 

37 

218 

41 
134 98 54 

140 179 

24 78 118 

819 

195 

41 81 55 62 29 

207 
130 

32 49 
117 

35 

210 208 

62 109 96 81 94 
0 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

北
海
道

岩
手
県

秋
田
県

福
島
県

栃
木
県

埼
玉
県

東
京
都

新
潟
県

石
川
県

山
梨
県

岐
阜
県

愛
知
県

滋
賀
県

大
阪
府

奈
良
県

鳥
取
県

岡
山
県

山
口
県

香
川
県

高
知
県

佐
賀
県

熊
本
県

宮
崎
県

沖
縄
県

コーディネーター数 総数 コーディネーター数 6年度新規

(人)

肝炎医療コーディネーターの養成数※

事業概要
都道府県は、市町村の保健師、地域の医療機関の看護師、職域
の健康管理担当者などで、肝炎に関する情報の説明、肝炎ウイ
ルス検査後のフォローアップや受診勧奨などの支援を行う人材
を養成する。

47都道府県で計36,747名の肝炎医療コーディ
ネーターを養成

13

※令和７年３月３１日時点。

更新等によりコーディネーターではなくなった者を除く。

「令和７年度肝炎対策に関する調査（調査対象令和6.4.1～令和7.3.31）」（厚生労働省 健康・生活衛生局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より



肝炎医療コーディネーターの活動場所と活動割合（令和６年度）

○コーディネーターの活動度合が、拠点病院や保健所で高いと評価している都道府県が多い。

・【 】内は、当該場所に肝炎医療コーディネーターを配置している都道府県の数
・ 活動度合は、各都道府県による評価

0% 20% 40% 60% 80% 100%

患者団体【35】

医療保険者【17】

民間の企業・団体【37】

福祉、介護事業所等…

薬局【43】

検診機関【32】

市町村【47】

保健所（都道府県）…

その他の医療機関【46】

専門医療機関【47】

拠点病院【47】

積極的に活動している 活動している その他（あまり活動できていないなど）

14

「令和７年度肝炎対策に関する調査（調査対象令和6.4.1～令和7.3.31）」（厚生労働省 健康・生活衛生局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より



ウイルス性肝炎患者への偏見・差別への取組

https://kanen-soudan.com/

「肝炎ウイルス感染者の偏見や差別による被害防止への効果的な手法の確立に関する研究」
（H29-R1年度 八橋弘先生 国立病院機構長崎医療センター）

「ソーシャルメディア等を活用した肝炎ウイルス感染者の偏見・差別の解消を目指した研究」
（R2-4年度 八橋弘先生 国立病院機構長崎医療センター）

「様々な生活の場における肝炎ウイルス感染者の人権への望ましい配慮に関する研究」
（R5-7年度 八橋弘先生 国立病院機構長崎医療センター）

「様々な生活の場における肝炎患者等の人権を尊重するための啓発・学び等に資する研究」
（R8-10年度 八橋弘先生 国立病院機構長崎医療センター）

公開シンポジウムの開催ホームページやＳＮＳにおける発信

15



人権教育・啓発に関する基本計画（第二次）

(ｲ) 肝炎ウイルス感染者等
肝炎は、肝臓の細胞が傷つけられ、その働きが損なわれる病気であり、肝炎患者の多

くはＢ型肝炎ウイルス又はＣ型肝炎ウイルスに起因するものである。
これらの肝炎ウイルスは、主に血液や体液を介して感染するものであり、肝炎ウイル

スの感染を予防するためには、血液や体液が付いた器具を共用しないこと、血液や体液
が傷・粘膜に直接触れるのを防ぐこと等が重要であるが、これら以外の普段の生活の中
において、Ｂ型肝炎やＣ型肝炎に感染することはない。
しかし、肝炎ウイルスに関するこのような理解が十分ではなく、依然、偏見や差別に

苦しんでいる患者も少なくない。
感染者や患者に対する偏見や差別を解消するためには、幅広い世代を対象に肝炎につ

いての正しい知識の普及を前提に、感染症の患者等に対する偏見や差別の歴史も踏まえ、
肝炎患者等の人権を尊重するためにはどのように振る舞うべきかを考え、学ぶことが重
要である。
感染症の患者等の人権の尊重については、「(ｱ) HIV感染者等」にも記載したとおりで

あるが、肝炎については、これに加え、平成22年1月に施行された「肝炎対策基本法」66
において、肝炎対策の実施に当たり、肝炎患者等の人権が尊重され、肝炎患者等である
ことを理由に差別されないように配慮することが定められているほか、同法に基づき策
定されている「肝炎対策の推進に関する基本的な指針」67においても、肝炎に関する啓
発及び知識の普及並びに肝炎患者等の人権の尊重に関する事項が定められている。
こうした動向等を踏まえ、肝炎ウイルス感染者等に関する人権教育・啓発においては、

次の取組を積極的に推進する。

① 肝炎に関する啓発資料の作成・配布、各種の広報活動、「日本肝炎デー」の開催等を
通じて、肝炎についての正しい知識の普及を図ることにより、肝炎ウイルス感染者等に
対する偏見や差別意識を解消し、肝炎及びその感染者等への理解を深めるための啓発活
動を推進する。（法務省、厚生労働省）
② 集団予防接種によるＢ型肝炎ウイルスの感染拡大の経緯・歴史等を学び、肝炎ウイル
ス感染者・患者に対する偏見・差別をなくすことを目的として、副読本「Ｂ型肝炎 いの
ちの教育」を全国の中学３年生の教員向けに配布・周知する。あわせて、全国Ｂ型肝炎
訴訟原告団・弁護団が本副読本を用いて実施している「患者講義（集団予防接種により
Ｂ型肝炎に感染した患者等を講師として派遣し被害者の声を伝える活動）」について、
全国の中学校に周知する。（文部科学省、厚生労働省）
③感染症患者に対する偏見・差別や人権をテーマとした調査研究事業を行い、研究の成
果を踏まえた上で、肝炎患者等に対する偏見・差別の解消に向けた取組を推進する。
（厚生労働省）

（抜粋：『人権教育・啓発に関する基本計画（第二次）』）
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肝炎対策における研究事業の位置付けについて

肝炎医療を提供する体制の確保

肝炎の予防及び肝炎医療
に関する人材の育成

肝炎に関する調査及
び研究

肝炎医療のための医薬品の
研究開発の推進

肝炎に関する啓発及び知
識の普及並びに肝炎患者
等の人権の尊重

その他肝炎対策の推進に関
する重要事項

・肝炎ウイルス検査の促進
・適切な肝炎医療の推進
・研究の総合的な推進
・肝炎に関する普及啓発
・相談支援や情報提供の充実

2030年まで各研究課題に取り組み、肝疾患の治療成績の向上を目指す。

肝炎対策基本法

（H21年法律第97号）

・総則 （目的、基本理念、責務）
・肝炎対策推進協議会の設置と肝炎対策基本指針の策定
・基本的施策 （予防及び早期発見の推進、医療の均てん化の促進、研究の推進、等）

肝炎対策基本指針
（H23年5月16日告示）

平成28年6月30日改正
令和４年３月７日改正

（１）臨床研究
（２）基礎研究
（３）疫学研究

研究成果を予防、診断及び
治療に反映

・肝炎医療の水準の向上に向けて、

肝炎に関する基礎、臨床及び疫学
研究等を総合的に推進する。

・その基盤となる行政的な課題を解
決するための研究を進める。

肝炎研究推進戦略
（R４年５月20日策定）

肝炎検査の実施体制及び
検査能力の向上

肝炎の予防のための
施策

肝炎総合対策の推進

（４）行政研究
（５）B型肝炎創薬実用化研究

肝炎の予防及び肝炎医療の推
進の基本的な方向

肝炎等克服政策研究事業

肝炎等克服実用化研究事業

B型肝炎創薬実用化
等研究事業

肝炎等克服緊急
対策研究事業

肝炎研究10カ年戦略
（H23年12月26日策定）
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